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北海道太平洋側に位置する港湾は，北海道の産業・物流拠点として重要な役割を担っており，大規模災

害発生時においても港湾物流の機能を維持する港湾BCPの策定が進められている． 
しかし，北海道では，最大クラスの津波が発生した場合に，太平洋側の複数の港湾で大規模な浸水被害

や津波漂流物による航路閉塞が想定される．このため，各港が連携した港湾機能の早期回復が必要であり，

特に北海道の港湾では，道外の都府県とは異なり，市町が港湾管理者となっていることから，連携した行

動計画の策定が重要となる．

本論文では，これらの状況を踏まえて，各関係機関が連携して取り組む共通の行動計画である広域港湾

BCPに位置付けた，①広域的な航路啓開の進め方，②応援職員の派遣と資機材の貸し出し，③他港を利用

した代替輸送，について報告する．

 Key Words : BCP， Hokkaido  Ports，Tsunami ,  Port Distribution 

1. はじめに

平成23年3月11日に発生した東日本大震災では，東北

地方太平洋側沿岸の南北約500kmにわたる範囲で地震に

伴う津波が来襲し，所在する港湾では施設被害に加えて

津波漂流物等による航路閉塞が発生した．これにより，

港湾機能が全面的に一時休止し，緊急物資や経済活動に

必要な物資の調達が困難となった． 
このため，3月13日に津波警報・津波注意報が解除さ

れた後，発災後3日目の3月14日から宮古港，釜石港，仙

台塩釜港の主要3港において航路，泊地等の障害物を取

り除く啓開作業が緊急的に開始された．発災後5日後の3
月16日には宮古港及び釜石港の一部施設が利用可能とな

り，緊急物資や石油製品等の被災地への供給が可能とな

った． 
東日本大震災以降，北海道においても最大クラスの津

波の検討が進められ，平成24年6月に公表された北海道

太平洋側に来襲が想定される最大クラスの津波では，全

ての港湾で浸水被害が発生し，特に，道東の港湾では最

大浸水深が10ｍ以上と予想されている1)． 
北海道太平洋側に位置する国際拠点港湾と重要港湾の

室蘭港，苫小牧港，函館港，十勝港，釧路港，根室港の
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6港（図-1）では，北海道全体の約9割の港湾貨物の取扱

いがあり，北海道の社会・経済活動に不可欠な物流の拠

点となっている． 
そのため，最大クラスの津波が発生した場合は，太平

洋側の複数の港湾で，港湾施設や荷役機械の被災に加え

て，船舶，車両，コンテナ等の津波漂流物や沈埋物によ

る船舶の航行障害が発生し，被災地への緊急物資輸送や

復旧活動のみならず，北海道全体の社会・経済活動への

甚大な影響が想定される． 
このため，各港が連携した港湾機能の早期回復が必要

であり，特に北海道の港湾では，道外の都府県とは異な

り，市町や一部事務組合が港湾管理者となっていること

から，連携した行動計画の策定が重要となる．

本論文では，平成28年4月に策定した太平洋側港湾

BCPにおける，①広域的な航路啓開の進め方，②応援職

員の派遣と資機材の貸し出し，③他港を利用した代替輸

送の考え方，について報告する． 

2. 検討方法

平成27年2月に，有識者，関係する港湾管理者，行政

機関及び企業団体で構成する「太平洋側港湾BCP策定検

討会」を設置した． 
検討会は3回開催し，東日本大震災での対応記録を確

認するとともに，東北地方整備局や航路啓開作業を行っ

た建設業者にヒアリングを行い，東日本大震災の教訓と

して整理した． 
また，大規模災害時の際に連携や調整が必要となる検

討項目を①広域的な航路啓開の進め方，②応援職員の派

遣と資機材の貸し出し，③他港を利用した代替輸送の３

点に絞り，その考え方や行動の流れについて議論を行っ

た． 

3. 東日本大震災での教訓 

図-1 北海道太平洋側港湾 

(1) 航路啓開 
東日本大震災では，3月13日に津波警報・津波注意報

が解除され，翌日の3月14日（発災後3日目）から宮古港，

釜石港，仙台塩釜港（仙台港区）の3港において航路，

泊地等の障害物を取り除く啓開作業が開始された． 
これらの3港は，港湾施設の被災状況や地理的バラン

スを考慮し，海上からの緊急物資等の搬入の観点から選

定されている2)． 
航路啓開にあたっては，各港湾とも，緊急物資等の荷

役が可能な岸壁までの船舶航行ルート上にある，浮遊物

の除去や海中支障物の揚収にあたった．なお，海中支障

物の揚収にあたり，水没車両は車中に搭乗者が残されて

いないか，コンテナについてはコンテナ内部からの漏出

物がないか等の確認が必要であったことから，深浅測量

や潜水調査による慎重な事前調査が求められた． 
このような航路啓開を優先的に行う港湾の選定や必要

な調査，航路啓開作業の実施について，関係者間で調

整・連携しながら進めたことにより，3月15日に釜石港，

3月17日に宮古港，3月18日に仙台塩釜港（仙台港区）の

一部の岸壁が利用可能となり，緊急物資及び燃料油等の

搬入が可能となった． 
上記3港の航路啓開に一定の目処をつけた後，燃料油

等の不足に対応するため，民間の石油取扱施設が稼働可

能な仙台塩釜港（塩釜港区）や八戸港等に作業船等を集

中させ，3月21日に仙台塩釜港（塩釜港区）の利用が可

能となった． 
ここで，大規模な津波災害が発生した場合の航路啓開

作業を進めるにあたっての主な課題について，建設業者

へのヒアリングにより得られた主な結果を以下に挙げる． 
①啓開各行政機関への手続きに関する事前協議． 
②啓開作業に必要な燃料，食料の調達，作業員の宿

泊施設の確保． 
③啓開作業を効率的に進めるための浮遊物及び海中支

障物の発生エリア・種類の把握，情報共有． 

(2) 職員・資機材の確保 
北海道開発局では，東北地方の災害復旧を支援するた

め，被災自治体からの要請に応じて，3月14日より排水

ポンプ車等の災害対策用機械や被災状況調査のため職員

を派遣するなど，緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）
の活動を行った．また，写真-1に示すとおり，北海道開

発局が保有する広域防災フロートで灯油や軽油等の燃料

（4トントラック換算で8台分）を大船渡港及び相馬港へ

輸送した3)．さらに，博多港から仙台塩釜港へコンテナ

荷役用機械が無償提供されるなど，関連業界団体や港湾

間の連携もみられた． 
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 このように，職員や資機材の不足により，全国から被

災港への応援職員の派遣や資機材の貸出が必要となった

ことから，迅速かつ効率的な対応が求められることが確

認できた． 

(3) 代替輸送 
東日本大震災においては，岸壁の被災やガントリーク

レーン等の損壊による荷役障害ばかりでなく，瓦礫等の

沈埋による必要水深不足や港内漂流物による船舶の航行

障害が発生し，港湾物流機能が低下したことから，他港

を利用した代替輸送が行われた． 
外貿コンテナ貨物は，外貿コンテナ定期航路上の被災

港を抜港し，東京湾や日本海側港湾が代替輸送を行った． 
また，図-2は，石油製品の代替輸送について，国土交通

省港湾局が整理したものであり，仙台・千葉の製油所や

各港湾の油槽所の被災に対して，北海道や西日本の製油

所の稼働率を最大限に引き上げ，日本海側港湾への海上

輸送や鉄道輸送により東北地方で必要な石油等の燃料を

確保した．また，配合飼料は，全国各地の飼料工場で増

産を行い，内航船もしくは陸上輸送により東北地方へ供

給された．石炭は被災地以外の港湾で一旦荷揚げし，内

航船による被災地港湾への二次輸送が実施された4)．フ

ェリー・RORO船などの内貿ユニットロード貨物は，船

社の判断により代替港を利用した運航を行い，施設の復

旧後，順次運航を再開した． 

写真-1 広域防災フロートへの燃料積み込み状況 

 このように，代替輸送を確保するにあたっては，代替

港利用の可否を判断するための情報収集や施設の復旧見

通し，船社等との調整が必要であることが確認できた． 

4.  北海道太平洋側広域港湾BCPの検討

(1) BCP発動基準

検討会では，複数の港湾が関与する広域港湾BCPにお

いて，その発動基準が最初の議論のポイントとなった．

当初，事務局の案として広域港湾BCPの発動基準は，

「被災港が自力での対応は不可能で，他港の協力要請を

必要とした場合」としていた．しかし，「災害時の混乱

した状況の中で的確に要請ができるのか？」，「複数の

港湾管理者や関係機関で他港への支援が必要という共通

認識が持てるのか？」といった問題提起があった．既に

個別の港湾BCPが策定済みの釧路港及び苫小牧港では，

一定の基準（震度5弱以上の地震発生または津波警報の

発表）で自動的に発動するとされていることから，本広

域港湾BCPにおいても，個別の港湾BCPと同じ基準とす

ることで合意した．なお，このように個別港湾BCPと広

域港湾BCPが同じ発動基準とすることにより，それぞれ

のBCPが同じタイミングで初動対応を実施することがで

き，各種情報の共有化や迅速な災害対応に寄与できるも

のと考える． 

(2) 北海道太平洋側港湾の航路啓開の進め方

a) 優先啓開港の決定主体

複数の港湾が津波の来襲により施設被害や航路閉塞が

発生した場合，在場する起重機船等の作業船も被災する

ことが考えられ，全ての被災港で同時に啓開作業を行う

ことは困難となる可能性がある．このため，優先的に航

路啓開作業を行う港湾（以下，優先啓開港）を決定する

必要がある． 

優先啓開港の決定については，港湾等の被害情報を収

集し，実際に航路啓開作業を行う港湾関係団体との調整

が不可欠である．検討会では，優先啓開港の決定主体に

ついて「地域防災計画に基づき設置される北海道庁の災

害対策本部がイニシアティブを取るべきではないか？」

との意見が出された．一方，北海道庁は，実際に港湾管

理や港湾の災害復旧を行っていないという課題もあった．

港湾の早期回復・物流機能の維持を目的とする広域港湾

BCPにおいては，広域的な被害情報の的確な把握，航路

啓開作業を実施する港湾関係団体との綿密な調整，それ

による速やかな啓開作業の実施が重要な観点であること

から，北海道全体の港湾行政を担い，港湾の災害復旧事

業の主体である北海道開発局が，港湾管理者等との協議図-2 東日本大震災における石油製品の代替輸送 

JX日鉱日石エネルギー
仙台製油所
稼働停止中

八戸油槽所

塩釜油槽所

青森油槽所

秋田油槽所

酒田油槽所

西日本の製油所：フル稼働

関東地方の製油所も被災により生産能
力が低下したことで東日本の供給能力
が激減。

釜石油槽所

小名浜油槽所

主な製油所
製油所（被災あり）
製油所（被災無し）

東北地方の主な油槽所
油槽所（被災あり）

油槽所（被災無し）

北海道の製油所：フル稼働

コスモ石油
千葉製油所
稼働停止中

日本海側港湾への海上輸送

JX日鉱日石エネルギー
鹿島製油所
稼働停止中

東北全体では1日当たりの
燃料油販売量：3.8万kl／日

各地の製油所の稼働率アップによる
追加増産分等を東北地方へ転送

約2万ｋｌ／日（３月１７日時点）
(※海上輸送分、陸上輸送分の合計)

秋田港

酒田港

青森港

東北各県への鉄道輸送
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の上，優先啓開港を決定するという結論に至った． 

図-4 前進基地のイメージ 

背後都市
（被害なし／軽微）b) 優先啓開港の決定の考え方

優先啓開港の決定にあたっては，災害発生直後から迅

速に対応することが求められる．検討会では，第一に考

慮すべきことは住民等の人命確保であり，優先啓開港と

して，緊急物資輸送，燃料油等の受け入れの必要性が重

要であるとの共通認識が図られた． 
このため，図-3に示すとおり，優先啓開港を決定する

上での判断要素として，各港湾における被害の程度，陸

路の寸断状況，海上輸送機能に係る情報とした．ここで

「陸路の寸断状況」とは，沿岸部の被災地域の中で，内

陸部からの緊急物資輸送においてアクセス道路の復旧や

啓開に時間を要するなど，海上輸送に依存せざるを得な

い状況を指している． 

なお，検討会では「航路に漂流物が比較的少ない港湾

を優先的に啓開し，被災港の代替輸送の拠点や後述する

作業船の前進基地として活用すべき」との意見があった．

しかし，これは被災の状況に応じた判断となり，検討会

では結論が得られなかったことから，今後の課題として

引き続き整理が必要となる． 

c) 前進基地機能について

東日本大震災の教訓として，作業船の前進基地の必要

性が課題として挙げられた．図-4は，前進基地のイメー

ジを示したものである．航路啓開作業を進めるにあたり，

東日本大震災時に航路啓開作業を行った関係者から留意

すべき事項を確認した結果，「夜間，作業船が安心して

係留できる場所の確保」，「作業従事者の宿泊施設の確

保」，「燃料，食料等の確保」などの意見があった．こ

れらに対応するため，比較的被害が小さい，あるいは応

急復旧した港湾を前進基地として必要に応じて設けるこ

とが有効であると考えられる．  

前進基地として活用する港湾は啓開作業を行う港湾の

近隣に位置し，かつ被害が比較的軽度であることが望ま

しい．ただし，大規模災害により被害が広域に及んだ場

合は，前進基地として活用しようとする港湾も一定の被

害を受けていることが想定される．このため，前進基地

の確保のために実施する航路啓開作業の有無や必要な機

能の確保状況を十分に確認する必要がある．なお，前進

基地の検討についても，北海道開発局と災害協定締結団

体との間で協議することとした． 

d) 航路啓開に至る流れ

大規模災害発生後，個別港湾BCPにより港湾の被災状

況が調査され，北海道開発局に調査結果が集約される．

さらに，港湾関係団体等から提供される作業船の被災・

在場状況（道内を基地港とする作業船の在場状況と被災

状況，道外からの応援作業船の見通し）を踏まえた上で，

関係行政機関（北海道開発局，港湾管理者，第一管区海

上保安本部）で協議を行い，優先啓開港を北海道開発局

が決定する． 
 その後，必要な契約，申請・許可，協議を行い，航路

啓開作業を開始することとなるが，大規模災害時には，

各機関の混乱が想定されることから，申請書類の雛形を

予め準備するとともに，平常時から契約方式や航路啓開

作業体制を整理・確認しておくことを今後の課題とした． 
なお，航路啓開作業においては，以下の情報が必要で

あることが検討会で確認できた． 

・漂流物（沈埋物を含む）の種類と発生エリア

・航路啓開範囲（水深・幅）

・啓開作業船団の係留場所

・揚収物の陸揚・保管場所

・燃料・食料等の補給方法，宿泊場所の有無

(3) 応援職員の派遣や資機材の確保

大規模災害が発生した場合，港湾管理者が職員や資機

材が十分に確保できず，港湾機能の早期回復に支障を来

すことが想定される．このため，被災港の港湾管理者に

対して応援職員の派遣や資機材の貸し出しを行うことの

必要性を検討会で確認できた． 

特に，航路啓開範囲の明示等に使用する灯浮標は，優

先啓開港では被災している可能性が高く，啓開作業に不

可欠であることから，北海道開発局の港湾事務所および

港湾管理者において所有している資機材をリスト化して

前進基地
（被害が比較的軽度な港湾）

優先啓開港
陸路寸断により
供給不可

被災

被災

●前進基地の機能
１）燃料、資機材、食料等の補給
２）作業員の休憩、交替

３）作業船団の避難機能（荒天時
や夜間など）

※１）～３）は同一の港でなくともよい

図-3 優先啓開港の決定の考え方 

●港湾背後の被害の程度（緊急物資の必要性、被災範囲など）
●港湾背後地域との陸路の寸断状況（孤立化の程度）
●早期回復が必要な海上輸送機能（石油製品、内貿ユニットロード等）

●係留施設・臨港道路の被災状況

優先啓開港の決定

その他判断に必要な関係情報①

判断に必要な個別港湾の情報

●作業船団の調達の見通し

その他判断に必要な関係情報②

港湾管理者、海上保安本部との協議
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整理することとした． 

資機材の貸出及び応援職員の派遣を行う際には，被災

した港湾の港湾管理者からの情報収集が不可欠となるが， 

災害による混乱により支援要請を行えない可能性がある． 

このため，道内のみならず，全国からの応援職員を調達

できる北海道開発局から，被災した港湾の港湾管理者に

情報収集を行うリエゾン職員を派遣し，対応することと

した． 

(4) 他港を利用した代替輸送

大規模災害が発生した場合，被災港の施設復旧が長期

間におよぶ場合が想定され，荷主の企業活動や道民生活

に多大な影響を及ぼすおそれがある．このため，非被災

港との連携を図り，円滑な代替輸送に努めることが必要

である．特に，石油製品等のエネルギー関連貨物，定時

性が求められる外貿コンテナ船，フェリーやRORO船に

ついては，災害復旧や経済活動の維持の観点で代替輸送

の確保が重要である． 
検討会においては，代替輸送の検討に必要不可欠なガ

ントリークレーン等の荷役機械や岸壁の諸元等を本広域

港湾BCPにおいて整理することとした． 
ただし，関係者へ確認の結果，代替輸送の判断につい

ては，船社等の民間事業者により主体的に行われること

から，関係行政機関においては，港湾の被災状況等を民

間事業者に対して十分に情報提供することが最も重要な

課題となった． 
このため，北海道開発局港湾空港部のホームページ上

に「港湾の防災関連情報システム（施設被害情報提供サ

イト）」を公開し，大規模災害発生時における港湾施設

の被害情報等を提供することとした．なお，民間事業者

へのヒアリングから，航路の漂流物や岸壁の被災状況に

加えて，フェリーやRORO船に積み込むシャーシ用のヤ

ードの確保の重要性の指摘があったことから，ヤードの

状況についても情報発信することとした． 

5． おわりに

本広域港湾BCPは，学識経験者，港湾管理者及び行政

機関等の構成により設置した「北海道太平洋側港湾BCP
策定検討会」を全3回開催し，活発な議論を重ねていく

中で，お互いに共通認識を持って策定することができた． 
広域港湾BCPは，複数の港湾かつ多様な機関が関係し

ており，それらが連携して実施することを想定して策定

しているが，精度をさらに高めていくためには，PDCA
サイクルによる見直しが重要である．このため，定期的

に教育・訓練を実施し，その結果の検証・問題点の抽出

を行い，更にその是正を通して，より実効性の高いBCP
に更新していくことが必要である． 

なお，今回策定した広域港湾BCPは，以下のURLで閲

覧することができる． 

http://www.hkd.mlit.go.jp/zigyoka/z_kowan/tbcp/pdf/tbcp_honpen.p
df 

謝辞：北海道太平洋側港湾BCPの策定においては，北海

道太平洋側港湾BCP策定検討会関係者の皆様に多大なご

協力，ご支援をいただきました．ここに記して感謝の意

を表します． 
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